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ⒸYu Takeuchi

宇宙の持続的利用

竹内 悠
慶應義塾大学宇宙法研究所
宇宙航空研究開発機構

「日本の宇宙政策を考えるー今後10年のために何をすべきかー」
2023年9月22日（金）国立国会図書館

スライド 1

宇宙の持続的利用　プレゼンテーション資料

ⒸYu Takeuchi

「宇宙の持続的利用」とは何か

2

「持続可能な開発（Sustainable Development）」
持続可能な開発とは、将来の世代が自らのニーズを満たす能力を
損なうことなく、現在のニーズを満たす開発である。

（環境と開発に関する世界委員会（WCED）報告書「Our Common Future」（1987年））

「宇宙活動の長期的持続可能性（Long-term Sustainability of outer space 
activities）」
将来の世代のために宇宙環境を保全しつつ、現在の世代のニーズを満たす
ために、平和目的のための宇宙空間の探査と利用から得られる利益への公
平なアクセスという目的を実現する方法で、宇宙活動の実施を将来にわ
たって無期限に維持できる能力
（国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）「宇宙活動の長期的持続可能性（LTS）ガイドライン」（2019年））

（出典）第81回宇宙政策委員会参考資料6
（2019年）

スライド 2

日本の宇宙政策を考える―今後 10年のために何をすべきか―（科学技術に関する調査プロジェクト 2023）　45
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3（出典）https://www.imdb.com/

（出典）https://www.amazon.co.jp/

なぜ「宇宙の持続的利用」か

スライド 3
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4

（出典）星出宇宙飛行士が撮影した小型衛星放出の様子（2021年） ©JAXA/NASA
<https://astro-mission.jaxa.jp/hoshide/report/211013-073051.html>

＜超小型衛星の増加＞

（出典）”Exolaunch’s 5th Rideshare Mission Successfully Gains Orbits After Being Launched 
Aboard The SpaceX Transporter-5 Mission”, May 25, 2022, Satnews
<https://news.satnews.com/>

（出典）”Next SpaceX launch to deploy fewer Starlink satellites into higher 
orbit”, February 20, 2022, Spaceflight Now <https://spaceflightnow.com/>

（出典）Space X Illustration

スライド 4
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（出典）NASA Orbital Debris Quarterly News, Volume 26, Issue 2 June 2022.

中国ASAT/ｺｽﾓｽ-ｲﾘｼﾞｳﾑ衝突Starlinkと超
小型衛星

Starlinkと超小型衛星

OneWeb

＜軌道別の宇宙物体数の推移＞

スライド 5
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6

＜衛星コンステレーション計画＞

（出典）Erik Kulu, “NewSpace Constellations”, available at https://www.newspace.im/（2022年11月時点）のデータに基づいて発表者作成
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7（出典）GLENN PETERSON, MARLON SORGE & WILLIAM AILOR, SPACE TRAFFIC MANAGEMENT IN THE AGE OF NEW SPACE (2018), https://aerospace.org/sites/default/files/2018-

05/SpaceTrafficMgmt_0.pdf.

<単位空間あたりの密度>

約165㎦
に1個

約270㎦
に1個

約215㎦
に1個

東海道新幹線
東京-静岡間

東海道新幹線
東京-豊橋間

※航空管制上の安全距
離（セパレーション）
はすれ違い方向で
10NM（約18.5Km）、
洋上管制で50NM（約
92.5Km）

スライド 7
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（出典）内閣府 第３回スペースデブリに関する関係府省等
タスクフォース大臣会合資料２-1（2020年）

＜「宇宙交通管理」の必要性＞

（画像出典）米軍ウェブサイト

【SSA Sharing Agreements】
170以上の民間、学術機関、外国政府、
国際機関等

・運用軌道情報の提供
・Advanced servicesの受領

データ

データ収集・解析・カタログ化

スライド 8
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国際動向

2007年
2008年
2009年
2010年
2011年
2012年
2013年
2014年
2015年
2016年
2017年
2018年
2019年
2020年
2021年
2022年
2023年

軍縮 平和利用

CCOOPPUUOOSSデデブブリリガガイイドドラライインン

仏仏宇宇宙宙活活動動法法
※※技技術術規規則則ににててデデブブリリ
低低減減をを義義務務化化

CCOOPPUUOOSS「「宇宇宙宙活活
動動のの長長期期的的持持続続
可可能能性性」」（（LLTTSS））ガガ
イイドドラライインン

「「宇宇宙宙活活動動にに関関すするる国国際際行行動動規規範範」」（（CCOOCC））案案

*PAROS:Prevention of Arms Race in Outer Space
*PPWT:Treaty on the Prevention of the Placement of Weapons in Outer Space, the Threat or Use of Force Against Outer Space Objects
*TCBM:Transparency and Confidence Building Measures
*GGE:Group of Governmental Experts *LLC: LEO Large Constellation
*SPD:Space Policy Directive *EUSST: European Surveillance and Tracking Services, EU
*CONFERS:Consortium for Execution of Rendezvous and Servicing Operations
*WEF:World Economic Forum (Global Future Counci, The Future of Space Technologies)
*NPRM: Notice of Proposed Rulemaking

露新PPWT*提案

「「宇宇宙宙ののTTCCBBMMにに関関すするる
GGGGEE**」」報報告告書書((22001133年年国国連連総総会会))

仏

欧露

欧

2211GGLLをを採採択択

中中国国AASSAATT

CCoossmmooss--IIrriiddiiuumm
衝衝突突事事故故

IISSOOデデブブリリ低低減減要要求求
米安全保障宇宙戦略にて混雑状況の認識を共有

「「PPAARROOSSにに関関すするるGGGGEE」」 米米SSPPDD３３**策策定定
中露

中露新新PPWT提案

IIAADDCC  LLLLCC** SSttaatteemmeenntt
IISSOOデデブブリリ要要求求見見直直しし

FFCCCC NNPPRRMM**

CCOONNFFEERRSS**、、WWEEFF**自自主主的的
ルルーールル案案策策定定

SSTTMM情情報報交交換換（（法法小小委委））

日日本本宇宇宙宙活活動動法法

「宇宙の持続的利用」
規範意識の醸成

UUNNGGAA  CC11「「宇宇宙宙のの軍軍事事利利用用」」WWGG
米英

LLTTSS  22..00
英

各国国内動向事件事故

米米22001155年年宇宇宙宙法法((CCSSTTMMSS))

EEUUSSSSTT**発発足足

英英国国宇宇宙宙産産業業法法

EESSAA  PPRROOTTEECCTT  AAcccceelleerraattoorr  //  ZZeerroo  DDeebbrriiss  CChhaarrtteerr

JJAAXXAA  SSuussttaaiinnaabbllee  SSppaaccee  PPrriinncciipplleess

「宇宙の持続的利用」のための世界の動き Space debris m
itigation

Sustainable space activities

スライド 9
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＜技術開発による解決策の模索＞

DART (Demonstration of 
Autonomous Rendezvous 
Technology)
（出典）Krebs, Gunter D. “DART”. 
Gunter's Space Page

Orbital Express
（出典）DARPAウェブサイト

ConeXpress-OLEV
（出典）Krebs, Gunter D. 
“ConeXpress-OLEV (CX-
OLEV)”. Gunter's Space Page

Airbus（2018年までの計画）
（出典）Airbus impressed by Northrop Grumman, but 
remains undecided on satellite servicing,
SpaceNews March 11, 2020.

Tethers Unlimited
（出典）“Tethers Unlimited developing 
satellite servicer for LEO missions”, 
SpaceNews, 21 May 2019

Momentus
（出典）Momentus receives 
approvals for first tug launch”, 
SpaceNews, 9 May 2022,

Spaceflight 
Sherpa
（出典）Spaceflight 
ウェブサイト

Altius （出典）Altius ウェブサイト

Orbit Fab
（出典）Orbit Fabウェブサイト

MEV-1
（出典）Northrop Grummanウェブサイト

OSAM/OSAM-2
（出典）NASAウェブサイト

技術試験衛星VII型「きく
7号」（ETS-VII）
（出典）JAXAウェブサイト

CRD2/ADRAS-J
（出典）文部科学省ウェブサイト

レーザーによる
デブリ除去

（出典）スカパーJSATウェブサイト

ClearSpace-1
（出典）Clearspace Todayウェブサイト

政府系

商用

D-Orbit ION
（出典）D-Orbitウェブサイト

スライド 10
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＜規範形成による発展＞

●経済界の動き

●国連を通じた動き

●国内規制の進展

米国FCC所管連邦規則の改訂（FCC-NPRM）

軌道上サービスを実施する人工衛星管理許
可ガイドライン（内閣府）

英国Space Industry Act 2018

Sustainable Space Rating (World Economic Forum)

Consortium for Execution of Rendezvous and Servicing Operations (CONFERS)

スライド 11
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＜更に新たな動き＞

（出典）ESAウェブサイト

●関係機関での合意を広げる動き【ESA Zero Debris合意】

●政府による一方的宣言【直接上昇型ASATの自粛】
豪加独日NZ韓瑞英仏が追随し、国連総会でも採択

（出典）Carnegie Endowment for International Peace

（出典）JAXAウェブサイト

●宇宙機関による行動宣言【JAXA行動原則の公表】

スライド 12
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「持続可能性」を実現するためには・・・
●将来世代にわたって利用可能な宇宙を残す。
●ビジネスとして循環する活動へ昇華させる。

どのように・・・
①宇宙活動全体の持続可能性の追求

→商業活動の活発化に伴い、国際共通ルールによってレッドライン
の提示と競争条件の統一

②ビジネスによる持続可能な宇宙活動とのバランスの取れた軍民関係
→軍事での開発をビジネスの国際競争力強化に活かす視点（例：国
内では技術流用を可能にする。）
→2008年まで40年以上「非軍事」利用を続けてきた特徴を活かした
対外活動（例：軌道上サービスにおける透明性確保）

③All Japan体制で官需依存から市場拡大へ
→商業活動領域の拡大を志向した制度と、先端的な研究開発による
先導と技術移転

・・・そして世界に誇れる日本を。

日本の宇宙政策への示唆
ー【持続可能な宇宙活動の先頭に立つ】

スライド 13
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商業デブリ除去実証
Commercial Removal of Debris Demonstration (CRD2)

深刻化するスペースデブリ問題を改善するデブリ除去
技術の獲得と、日本企業の商業的活躍の後押しの二つ
を目的とする、 JAXAの新しい取り組みです。

スペースデブリの積極的除去（Active Debris Removal: ADR）は、
その効果・必要性について学会や宇宙機関会合等で議論されてきたも
のの、実現する技術を実証・獲得できていないことが大きく国際的な
枠組み作りは具体的に進捗してきませんでした。
CRD2は、日本由来の大型デブリの除去を、民間企業と協力して実施
することで、この国際的議論の具体的な進展と、日本企業の軌道上
サービス市場への訴求力向上の実現を目指すJAXAのプログラムです。

↑ターゲットデブリ

→
アストロスケール社の

ADRAS-J衛星によって

接近、観察

まもなく打上げ！

（出典）文部科学省宇宙開発利用部会資料から一部抜粋

スライド 14
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報告（4）宇宙の持続的利用

慶應義塾大学宇宙法研究所研究員・
宇宙航空研究開発機構
竹内　悠

　佐伯先生から JAXAへの要望をたくさんいただいたように理解をしています。普段私は
JAXAで仕事をしておりますが、本日は JAXAの職員の立場からではなく、慶應義塾大学宇宙
法研究所の一研究者として御報告をさせていただければと考えています。
　私のお話は、これまでの先生方がおっしゃったことを、少し違う角度から捉え直したお話と
お考えいただければと思います。
　持続可能な開発というと、国際協力あるいは開発学において 1987年頃から言われている、「将
来の世代が自らのニーズを満たす能力を損なうことなく、現在のニーズを満たす開発をする」
ということです（スライド 2）。このコンセプトを宇宙にも適用しなければならない時代にな
りました。これは、宇宙活動の長期的持続可能性として、「将来の世代のために宇宙環境を保
全しつつ、現在の世代のニーズを満たすために、平和利用のための宇宙空間の探査と利用から
得られる利益への公平なアクセスという目的を実現する方法で、宇宙活動の実施を将来にわ
たって無期限に維持できる能力」と定義されています。この能力を、人類は持つ必要がありま
す。
　この考え方が現在、国際的な規範になりつつあるという観点から、日本も宇宙開発をしなけ
ればならないということを本日は申し上げます。
　今なぜ、宇宙の持続的利用かというと、宇宙デブリ同士の衝突により、加速度的に宇宙デブ
リが増殖していくケスラーシンドロームを恐れているからです（スライド 3）。ケスラーシン
ドローム自体は 1970年代に提唱され、理論的には起こり得ることが分かっていました。それ
がいよいよ現実化するのではないかという恐れが抱かれているのが現状です。原因としては、
超小型衛星の増加が一番大きいと考えます。スライド 4左上は、国際宇宙ステーションから
超小型衛星を 1機、2機と放出している画像です。これは 2012年頃から始まり、それからわ
ずか 10年で、スライド 4左下に示したスペース X社のトランスポーターのように、小型衛星
を一度に何十機も放出できるようになりました。スライド 4右上にあるのはスペース X社の
スターリンクの打ち上げ前の写真です。中の薄い物体のそれぞれがスターリンク衛星で、この
薄い衛星から薄い太陽電池パドルが展開して運用されます。これらが既に実用化されています。
このように宇宙物体が増えていくと、ケスラーシンドロームが現実化するのではないかという
危機感があります。
　スライド 5に軌道上の宇宙物体数の推移を挙げています。2010年までに、中国の ASAT実
験と、大型衛星同士の初めての衝突、コスモス－イリジウムの衝突がありました。また、2020
年から 2022年のわずか 2年間で、スターリンクと超小型衛星が増えています。この後アマゾ
ンが運用するカイパーも参入します。
　スライド 6は衛星コンステレーション計画を示しています。縦軸で高度を、横軸でコンス
テレーションを構成する衛星 1機あたりの重量を示しています。一番右側は大型衛星を使った

『日本の宇宙政策を考える―今後 10年のために何をすべきか―（科学技術に関する調査プロジェクト 2023報告書）』
（調査資料 2023-4）国立国会図書館調査及び立法考査局, 2024.
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ものです。600kmほどの高度に 150kgほどの衛星を、スペース X社とアマゾンのカイパーが
競合する形で打ち上げる計画があります。またワンウェブは、高度 1,200kmほどで 648機の衛
星を打ち上げる計画について、既に許可を取っています。
　このようなホラーストーリーが最近よく語られますが、もう少し冷静になってもよいのかな
ということを、スライド 7で示します。このスライドは、2018年に発表された研究で、単位
空間当たりの平均密度を示しています。青い線はニュースペースの参入がない状態での 2018
年時点での平均密度、赤い点線は、2018年当時に計画されていたニュースペースが全て実現
した場合の平均密度を表しています。また、現在は 10cm以上の物体しかカタログ化していま
せんが、観測能力が向上して、1cm以上の物体もカタログ化できるようになったときの空間当
たりの平均密度を予測したものを、一番上に示しています。
　この密度が、肌感覚としてどれぐらいかを計算するとスライド7右のようになります。ニュー
スペースがない状態だと、270km3に 1個となり、距離感で言うと、東京－豊橋間を一辺とす
る立方体の中に宇宙物体が 1個あることになります。一番密度が高いと考えられる空間でも、
一辺が 165km、すなわち東京―静岡間を一辺とする立方体の中に 1個存在するような状態です。
もちろん軌道によって、近づいたり離れたり、スピードが非常に速かったりということもあり
ますが、これがどこまで危険なのか、ある程度冷静に考える必要があると考えております。参
考として、スライド 7右下に示した航空管制上の安全距離では、すれ違い方向だと 10NM（約
18.5km）、洋上管制で 50NM（約 92.5km）がルールになっています。いろいろな要素が違うの
で一概に比較はできませんが、どこまで危ないと考えるかは、かなり主観的な問題もあると考
えています。
　他方、現場はかなり大変になってきています。御存じのとおり、日本を始めとする西側諸国
は、アメリカの CSpOC（連合宇宙運用センター）⑴の SSA（宇宙状況把握）アグリーメント（ス
ライド 8右上）に基づくサービスを使っており、JAXAの衛星に対して接近する宇宙デブリの
スクリーニングもこれに含まれます。スライド 8左上は、2020年に宇宙政策委員会に JAXA
が提出した資料です。これによれば、スクリーニングをしている中で衝突回避制御を実行した
回数は、2018年では 2件、2020年には 6件でした。2年間で 2件から 6件に増えています。6
件程度は大したことではないと思われるかもしれませんが、衛星の運用計画を変更する回数が
どんどん増えていることは、非常に大きな出来事であると捉えるべきです。つまり、現場とし
ては難しい状況になりつつあるという証拠でもあります。
　これに対して、宇宙の持続的利用のために世界はどのような動きをしているかを、スライド
9の年表を用いて簡単に御説明します。2008年頃までには、宇宙デブリが主要な問題になっ
てきました。例えば、宇宙デブリがいろいろな衛星に衝突したり、衛星の不具合の原因であっ
たりすると考えられ、宇宙ステーションの運用にも支障を来している可能性があることが分
かってきた時期です。そのため、COPUOS（国連宇宙空間平和利用委員会）デブリガイドライ
ンが一つの集大成となり、宇宙デブリを抑制する規範が国際的に出てきました。
　ところが、2007年頃から、デブリだけを見ていても、持続的な、将来にわたって安全な宇
宙利用はできなくなるのではないかという機運が高まりました。そこで最初に COPUOSの場

⑴　地上や宇宙空間の観測機器などでスペースデブリや各国の衛星を監視し、各国政府や衛星事業者に提供する機
関。
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で宇宙活動の長期的持続可能性を議論しましょうという議題が 2007年に提出され、その議論
が始まったのが 2011年です。4年間、立て付けの議論をした上で、ようやく 2011年から
COPUOSで実際の議論を始めています。
　その契機は、先ほどもお話ししたとおり、2007年の中国の ASAT実験と、2009年のコスモ
ス－イリジウムの衝突事故です。宇宙空間の物体が飛躍的に増加しているため、将来の持続可
能な宇宙活動という観点で議論していかないと、早晩にケスラーシンドロームが現実化すると
いう危機感を持って議論されたわけです。
　この危機意識に 2015年以降のニュースペースの台頭と、ラージコンステレーションの参入
が拍車をかけて、現在は持続的な利用へ向けた活動が必要であるということが、国際的な規範
として形成されつつあります。
　国際社会では、規範的な側面だけではなく、新たな技術を開発することで解決しようとする
ことも模索されています（スライド 10）。技術自体は政府系の技術開発で蓄積されていました
が、ここ 5年ほどで衛星寿命延長、あるいは大型デブリ除去といったミッションが組まれる動
きが加速しています。さらに、民間企業がそういった軌道上のサービスを提供する、事業とし
ての開発競争も始まっています。
　また、規範形成分野も国際社会にとどまらない広がりを見せております。持続可能な宇宙活
動を行うための国連での動きに加えて、経済界では世界経済フォーラムが SSR（宇宙持続可能
性格付け）という仕組みを提唱しているほか、国内の規制官庁が規制を強化する方向に踏み切っ
ている国々がいくつか現れています。日本もそのうちの一つです。さらに、民間の団体におい
ても独自の規範文書を作成する動きが出てきています（スライド 11）。また、スライド 12に
示したように、政治にも同じような動きがあります。
　最後に私が申し上げたいことを、スライド 13に集約しました。持続可能な宇宙活動を実現
することは、将来世代にわたって利用可能な宇宙を残すことが目的ですが、これを実現するた
めには、ビジネスとして循環する活動に昇華させる必要があると考えています。歴史を見ても
明らかなように、地上、海上、そして航空の交通でも、ビジネスとして成立させようとしない
分野はなかなか見当たりません。ビジネスにならなければ、真の意味で持続可能な活動になり
ません。持続可能性を実現するためには、ビジネスとして循環させていくところへ持っていく
必要があります。
　そこで難しいのは、どのように持っていくかという部分です。この観点で三つだけ申し上げ
ます。
　一つ目は、宇宙活動全体の持続可能性の追求が必要だということです。具体的には、商業活
動の活発化に対応して、国際共通ルールを作ることです。宇宙活動を運用する当事者全てが共
通に遵守する国際ルールを作ることで、競争条件と禁止条件を統一します。これがインフラと
して必要になるため、第 1に実施しなければならないと思います。
　二つ目は、ビジネスによる持続可能な宇宙活動とのバランスのとれた軍民関係です。バラン
スというのは、均衡させるというよりは、それぞれの国の事情においてバランスをとる必要が
あると考えています。例えば、日本では軍事での開発をビジネスの国際競争力強化にいかすと
いうような観点を導入することが必要です。軍は軍、民は民、という形での開発ではなく、ビ
ジネスによる持続可能な宇宙活動を行うためには、どのように共用するべきかという観点でバ
ランスをとる必要があります。特に日本は、2008年まで 40年以上の長きにわたって、非軍事
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で利用するというポリシーで宇宙開発を続けてきた、非常に特徴的な国です。この特徴をいか
した対外活動をすることによる、日本なりのバランスのとり方があるのではないかと思います。
　最後に申し上げたいのは、官需依存から脱却し、オールジャパン体制で市場を拡大すること
です。商業活動領域の拡大を志向する制度を作るとともに、そこに先端的な研究開発による先
導と技術移転をセットにするのです。もはや JAXAが、民間がと言っている場合ではなくなっ
てきていると実感しています。オールジャパンで市場を拡大していくことを目標にする必要が
あります。
　なお、今、申し上げたいろいろな要素を併せ持った商業デブリ除去実証という JAXAのミッ
ションがスタートしようとしています（スライド 14)。日本としては第 1号になると思います。
2023年度中に打ち上げることになっておりますので、ぜひ皆さん応援していただければと思
います。以上です。

 （たけうち　ゆう）
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